
１ 日本の消防体制について



約4,250万人
（平成27年4月1日現在）

約86万人

約16万人

自主防災組織

非常備消防
（消防団）

常備消防
（消防本部・消防署）

公設の消防機関

住民の自発的な防
災組織

・ 常勤の消防職員。火災予防・消火、救
急・救助、（自然災害・武力攻撃等の）
災害の防除を行う。

・ 消防団員とは、他に職業を持つ
非常勤の者である。主に火災予
防・消火、救助、災害の防除を行う。
特に大規模災害時は、住民の避
難誘導等を行う。

・ 近隣地域の災害に対応するため、
住民が自主的に活動。

・ 防災訓練や防災用資機材の共
同購入等を実施。

・ 市町村は、消防本部・
消防署・消防団の全部
又は一部を設けなけれ
ばならない。
（消防組織法第９条）

・ 市町村内の町内会や
学区単位で設けられる
住民の自発的な組織。
市町村から物資・資金面
で補助がなされている。

日本の消防組織の概要

・ 市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果たすべき責任を有する。（消防組織法第６条）

市町村消防の原則



市町村長

消防本部

消防署

出張所

消防団

分団

常備化率は市町村数で98.2%（平成27

年4月1日現在）。人口の99.9%は常備
消防によってカバーされている。

【非常備消防】

・ 消防署のもとに、より小規模な出張所が設けら
れることがある

※消防職員
・ 常勤の一般職の地方公務員
・ 全国の消防職員数 162,124人

※消防団員
・ 地方公務員法上の地方公務員（非常勤特別職）
・ メンバーである消防団員は、通常、各自の職業に就
きながら平時の予防・防災活動や災害時の消防防災活
動に従事

【常備消防】

ほとんど全ての市町村におかれている。

市町村の消防組織

・ 消防組織法に基づき、各市町村又は複数市町村で構成され
る一部事務組合が設ける

・ 市町村の消防事務（消防に係る企画立案、人事、予算、庶務
など）を統轄する

・ 人口規模等に応じ、消防本部のもとに設置

・ 火災の予防、警戒、鎮圧、救急、救助、災害の防除等消防
防災活動の第一線を担う

・ 消防組織法に基づき、市町村ごとに設けら
れる

・ 火災の警戒、鎮圧、災害の防除等の活動
を行う

・ 市町村の条例等により市町村内の地域ごと
に設けられることが多い

平成27年4月1日現在

750本部

1,709署

3,145所

2,208団

22,549分団

・全国の市町村に859,995人
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常備化率（市町村数） 常備化率（人口） 組合市町村の割合

消防体制の推移と現況

（１）消防の常備化の状況等

（注） 東京都特別区は1の市とみなして計上している。各年4月1日現在。以下同じ。

組合構成市町村数の割合：組合構成市町村数／全市町村数
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消防本部・署・出張所数

消防本部数 消防署数 出張所数

ピーク比97.1%

ピーク比99.6%

ピーク比80.1%

Ｈ22ピーク
1,716署

Ｈ11ピーク
3,239所

Ｈ3ピーク
936本部(10月1日時点)

数値は各年4月1日

（２）市町村の消防組織の状況
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一般行政 (福祉関係を除 く )

福 祉 関 係

警 察

教 育

公営企業等

消 防

<昭和40～昭和50年>
・教育部門：45人学級の実施等
に伴う教職員の増
・警察・消防：体制強化に伴う増
・人口増加 等

<昭和50～昭和58年>
・教育部門：40人学級の実
施等に伴う教職員の増
・民生部門：デイサービス事
業の開始（S54）に伴う増等 消防職員数

（単位：千人）
総職員数

（単位：千人）

消防職員数

H6
総職員(最大)

3,282千人
消防職員
145,535人

(4.4%)

地方公共団体の総職員数の推移（S40～H2８）

<平成17年～平成22年>
集中改革プランによる
取組により▲7.5％削減

<昭和63年～平成6年>
・民生部門：ゴールドプランの推進に伴
う老人保健施設の増等
・病院部門：病床数、患者数の増
・土木部門：普通建設事業費の増加に
伴う増等

※ 数値は各年４月１日現在（「地方公共団体定員管理調査」より）
※ 本表の職員数は、非常勤職員及び臨時的任用職員を含んでいない。

S40
総職員

2,233千人
消防職員
48,931人

(2.2%)

H28
総職員

2,737千人
消防職員
160,327人

(5.9%)
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※数字はいずれも各年4月1日
【平成２４年データ】
・東日本大震災の影響により、平成２４年の宮城県牡鹿郡女川町の数値は、前々年数値（平成２２年４月１日現在）により集計している。
【平成２３年データ】
・東日本大震災の影響により、平成２３年の岩手県、宮城県及び福島県のデータについては、前年数値（平成２２年４月１日現在）により集計している。



0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

昭
和
4
0

4
1
4
2
4
3
4
4
4
5
4
6
4
7
4
8
4
9
5
0
5
1
5
2
5
3
5
4
5
5
5
6
5
7
5
8
5
9
6
0
6
1
6
2
6
3

平
成
元
年 2 3 4 5 6 7 8 9
1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
1
8
1
9
2
0
2
1
2
2
2
3
2
4
2
5
2
6

火
災
発
生
件
数

救
急
出
動
件
数

救急出動件数 出火件数

Ｓ40 329,898

Ｓ40 54,157

火災及び救急件数の推移（Ｓ４０～Ｈ２６）

Ｈ26 43,741

Ｓ48 最大
70,423

Ｈ26 最大
5,988,377



２ 消防力の整備指針等



消防力の整備指針とは

１ 意義

（１）市町村が火災の予防、警戒及び鎮圧、救急業務、人命の救
助、災害応急対策その他の消防に関する事務を確実に遂行し、
当該市町村の区域において、消防の責任を十分に果たすために
必要な施設及び人員について定めるもの

（２）消防力について国が全国的に適用される共通の基準を示す
ことで、消防責任を担う市町村が的確にその役割を果たすこと
ができるようにするもの

（３）市町村は、消防力の整備指針に基づく数値をもとに、地域
の実情を加味して自ら消防施設や人員についての基準数値を決
定し、計画的に整備を推進する。



２ 法的性質
消防組織法第37条「消防庁長官は、必要に応じ、消防に関する事項について

都道府県又は市町村に対して助言を与え、勧告し、又は指導を行うことができ
る。」に基づき制定。

３ 主な消防施設及び人員の算定基準
＜消防施設＞

・消防署及び出張所

：市街地→人口、地域特性を勘案した数

：市街地以外→地域の実情に応じた数

・消防ポンプ自動車

：市街地及び準市街地→人口、地域特性を勘案した数

：市街地及び準市街地以外→地域の実情に応じた数

・はしご自動車：管轄区域内に中高層建築物が一定以上存する消防署の数

・化学消防車：危険物施設の数及び危険物の最大貯蔵・取扱量に応じた数

・救助工作車：消防署の数、地域特性等を考慮した数

・救急自動車：人口、救急業務に係る出動の状況等を勘案した数

・指揮車：消防署の数、地域特性を勘案した数

・非常用消防自動車等：人口を基準として算定し、地域の実情に応じた数



＜人員＞

・消防隊の隊員（消防ポンプ自動車、はしご自動車、化学消防車）

：市街地に設置した署所 → １台あたり５人(必要な条件を満たせば４人)

：市街地以外に設置した署所 → １台あたり市町村の判断による人数（３人可）

・救助隊の隊員（救助工作車）：1台あたり５人

・救急隊の隊員（救急自動車）：1台あたり３人

・指揮隊の隊員（指揮車）： 1台あたり３人以上(一部の消防署は４人以上)

・予防要員：特定・非特定防火対象物、一戸建て住宅及び危険物施の数等を基準とし
て 算出し、事務執行体制等を勘案とした数（人口１０万人の標準団体で17人）

・通信員：人口を基準して算出し、通信指令体制等を勘案した数

・消防団員：消防団の業務を円滑に遂行するために、地域の実情に応じて必要な数

４ 兼務及び乗換運用
＜兼務運用＞

・救急・火災の発生状況等一定の条件下において消防隊と救急隊の隊員の兼務可

・共同住宅の立入検査、一戸建て住宅に対する防火指導業務行う予防要員の一定数を警防要員が兼務可

＜乗換運用＞

消防隊の隊員は、火災の鎮圧等に支障のない範囲で、運用する複数の消防用自動車等について、車両
を乗り換えて運用することが想定されており、当該乗換えの目安については、消防庁長官が、消防本部
の規模及び消防用自動車等の保有状況を勘案して定める。



３ 消防の広域化



市町村の消防の広域化の推進

● 災害の多様化･大規模化

● 救急等に関する住民ニーズの変化

● 少子高齢社会、人口減少時代に突入

◎ 消防を取り巻く環境の変化に的確に対応する必要性

◎ 消防体制の確立や消防力の拡充のため、広域化は重要

● 平成６年以降、市町村の消防の広域化を推進

● 市町村合併の進展とともに、消防本部数は一定程度減少

平成3年936 → 平成6年931 → 平成18年811 → 平成28年733

● 管轄人口１０万未満の小規模な消防本部が未だ多数存在

● 実績：平成１８年消防組織法改正以降、４８地域で広域化
が実現

・消防の広域化の期限を平成３０年４月１日まで延長
・消防本部の規模の目標を、おおむね３０万以上から、地域の実情を十分考慮することへ
・国及び都道府県の支援を集中的に実施する「消防広域化重点地域」の枠組みを
創設

● 平成１８年６月 「消防組織法の一部を改正する法律」公布・施行

● 平成１８年７月 「市町村の消防の広域化に関する基本指針」告示

・消防本部の規模の目標は、おおむね３０万以上とすることが適当。

・平成２４年度までを目途に広域化を実現。

● 平成２５年４月１日「市町村の消防の広域化に関する基本指針」の一部改正

● 重点地域の指定は、市町村の消防の現況及び将来の見通し、市町村の意
見、その他地域の実情を勘案して、都道府県知事がその判断により行うもの
（平成２５年４月１日付 消防消第７０号 長官通知）

● 重点地域の指定の対象となる地域は次のとおり（基本指針）
①「今後、十分な消防防災体制が確保できないおそれがある市町村を含
む地域」
②「広域化の気運が高い地域」
消防の広域化推進期限（平成３０年４月１日）に向け、広域化の推進に一層取り
組まれるよう都道府県知事へ要請。（平成２７年４月２７日付 消防消第９１号 次
長通知）

● 消防広域化推進アドバイザーの派遣について、要望に応じて派遣を展開
● 消防広域化マニュアル、事例集を積極的に広報し、普及を促進
● 消防広域化重点地域に対して、消防の広域化に必要な経費等について重
点的に財政支援

１ 消防を取り巻く環境の変化

２ 消防本部の現状

３ 広域化の実績（平成２８年４月１日現在）

４ 現行の消防の広域化の推進スキーム

５ 重点地域の指定について

６ 消防庁の今後の取組
※例 ① 奈良県広域消防組合 （管轄人口約９１万人）

平成２６年４月１日に１１消防本部（３７市町村）が広域化
② 埼玉西部消防局 （管轄人口約７８万人）

平成２５年４月１日に４消防本部（５市）が広域化

（各年４月１日の数値。ただし、平成3年は10月1日の数値）

10万～20万
151 （21％）

20万～30万
59 （8％）

30万～50万
54（7％）

50万～
34 （5％）

10万未満
435（59％）

※管轄人口は平成２７年度消防施設
整備計画実態調査値より算出



消防本部の現況

消防本部数の推移 管轄人口規模別本部数（全体７３３）

10万～20万
151 （21％）

10万未満
435 （59％）

50万～
34 （5％）

30万～50万
54 （7％）

20万～30万
59 （8％）

管轄人口規模
本部数

管轄人口
（平均）

職員定数
（平均）

H18.4 H27.4 H18.4 H27.4 H18.4 H27.4

～1万未満 11 15 6,594 7,077 26 31

1万～2万未満 30 29 16,196 16,282 45 53

2万～3万未満 64 68 25,639 25,090 56 62

3万～4万未満 82 76 34,980 34,996 62 75

4万～5万未満 70 52 44,786 45,123 82 82

5万～10万未満 230 211 71,868 72,850 107 118

管轄人口が１０万未満の消防本部の現状

※ 全国消防長会「消防現勢」に基づく平成27年4月1日現在の数値を用いて算出
※ 消防費の単位費用において標準団体は、人口１０万あたり職員数１２９人

▲８

▲４
▲７

▲２１

▲１８
▲２

（▲５）

（▲１）

▲１７

Ｈ3.10  936消防本部
（過去最多）

▲１

H18 H21  H22 H23   H24 H25   H26 H27 H28

※ 各年とも４月１日時点の消防本部数
※ 市町村合併により減少した消防本部数は（）に記載

（▲１）

811
803 802 798 791

770

752
750

733

※管轄人口は平成２７年度消防施設整備計画
実態調査値より算出



○ 災害現場への迅速な増援が可能となった。（北はりま消防本部）
○ 第１出動体制ではしご車を出動させることができなかった地域に、はしご車を出動させることができるようになった。（埼玉東部消防組合消防局）
○ 第１出動体制で消防車両が５台出動していた地域に７台出動させることが可能となった。（宇部・山陽小野田消防局）
○ 構成市の隣接地域で発生した災害現場への到着時間の短縮が図られた。（砺波地域消防組合消防本部）
○ 救急自動車の現場到着時間が短縮され、広域化前に発生していた全車出動による救急自動車の不在状態が解消された。（埼玉西部消防局）

１ 初動の消防力、増援体制の充実

初動出動台数が少ない
応援できる消防隊等が不足

初動出動台数が充実
統一的な指揮のもと、応援体制も強化
大規模災害、特殊災害へも対処可能

２ 現場到着時間の短縮

（署所近接） （署所や管轄区域の適正化）

新ＡＢ消防本部Ａ市消防本部
Ｂ市消防本部

① 住民サービスの向上

○救急出動における広域化前後の現場到着時間比較
（平成２５年４～８月期）

地区名
Ｈ２４年（広域化前）
平均所要時間
＜覚知～現着＞

Ｈ２５年（広域化後）
平均所要時間
＜覚知～現着＞

時間短縮効
果

小田原市小竹 12:11 7:20 △4:51

小田原市小船 11:27 8:41 △2:46

小田原市沼代 11:10 9:18 △1:53

小田原市北ノ窪 7:33 6:32 △1:01

大井町上大井 10:44 8:54 △1:51

大井町西大井 10:18 8:05 △2:13

＜初動の消防力、増援体制の充実及び現場到着時間の短縮の例＞

出動車両台数 ポンプ車等

火災発生地 広域化前 広域化後

松田町神山地区（建物火災） ６ １０

小田原市曽比地区（その他火災） ６ １０

小田原市栢山地区（建物火災） ６ １０

南足柄市塚原地区（建物火災） ６ １０

（例）小田原市消防本部における広域化前後の効果の実例

○火災初動対応（第一出動）時の広域化前後の出動車両数比較

広域化により期待できるメリット

（単位 分：秒）



１ 現場要員の増強

増強・専従化

兼務で運用

元本部要員

２ 予防業務・救急業務の高度化・専門化

火災原因調査専従員
の育成

査察・違反処理専門員
の育成

救急救命士の育成

② 人員配備の効率化と充実

＜現場要員の増強や予防業務・救急業務の高度化・専門化の例＞

○ 管轄人口が中核市規模となったことを踏まえ高度救助隊を発足させることができた。（小田原市消防本部）
○ 本部機能の統合により警防要員を増員し、新たに指揮隊を２隊配備することができた。（宇部・山陽小野田消防局）
○ 非常備消防であった舟橋村に分遣所が整備され、平成26年10月運用開始。（富山県東部消防組合消防本部）

（例）佐賀広域消防局（佐賀県）

（例）奈良県広域消防組合消防本部

○ 消防通信指令業務、本部機能の統合による現場等への人員再配置効果

（広域化前）
１１消防本部

体制
広域化

平成３３年度
体制

人員の
再配置効果

本部要員 ２７６名 １２０名 △１５６
△２１０

通信指令要員 ９４名 ４０名 △５４

消防の広域化に併せて署所を新設し、消防力の拡充を行った例

神埼消防署吉野ヶ里出
張所を新設（平成２７年
２月運用開始）
広域化による財政支援
及び人員配備の効率化
により、出張所を新設



２ 適切な人事ﾛｰﾃｰｼｮﾝによる組織の活性化

１ 高度な消防設備、施設等の整備

個別に小規模な設備を整備 高機能な設備を一元的に整備可能

必要最小限の車両を整備 特殊車両等を計画的に増強整備可能

＋

異動

人事の硬直化

年齢構成が不均衡

専門性を高めながら職員の総合能力が向上

年齢構成の平準化

人事ローテーション

異動

異動 異動

異動

（例）北はりま消防本部（兵庫県）

（例）埼玉東部消防組合消防局（埼玉県）

○ 派遣研修の充実

広域化により人員確保が容易になり、消防大学校及び県消防学校
への職員の派遣が可能となった。

③ 消防体制の基盤の強化

○ 職員の長期間の派遣、研修受講等の人員確保が容易になり、職員の資質向上が図られるようになった。（置賜広域行政事務組合消防本部）
○ 重複投資の回避による経費節減が図られ、財政規模が拡大したことにより高度な施設等を計画的に整備できるようになった。
（東近江行政組合消防本部）

○ ネットワークの構築（人事給与、財務会計、文書管理システム及びグループウェア）により、事務の効率化が図られた。（泉州南広域消防本部）

＜高度な消防設備、施設等の整備及び組織の活性化の例＞

○高機能消防指令センター
広域化前の３本部がそれぞ

れ消防指令センター（装置）を整
備した場合、その見積額の合計
は１１億４千万円であった。
それが、広域化によって５億８
千万円（見積額）で、より高機能
な消防指令センター（装置）を整
備することが可能となった。
さらに、国の財政措置を活用
することでより支出を抑えること
が可能。

○ 人事ローテーションによる組織の活性化

旧本部単位では異動先が少なく、人事の硬直化が課題であったが、
広域化後、異動先が増えたことにより組織の活性化が図れた。

（例）宇部・山陽小野田消防局（山口県）



１ 趣旨・目的

我が国は、既に人口減少局面に突入しており、人口減少は、地域によっては、地域社会の様々な基盤の維持を困難としつつある。
しかし、人口減少社会においても、多様化・複雑化する災害、事故に的確に対応し、住民の生命、身体及び財産を守るという消防の
責務を十分に果たすべく、今後も消防力の維持、確保が不可欠である。
これらを踏まえ、消防の現状と今後の見通し、問題点を整理し、人口減少社会において持続可能な消防体制を確保するための方策
の検討を行うため、検討会を開催する。

４ 委員

・秋本敏文 日本消防協会会長

・板垣淑子 NHK放送大型企画開発センターチーフプロデューサー

・小笠原克也 山梨県東山梨行政事務組合東山梨消防本部消防長

・小西砂千夫 関西学院大学人間福祉学部・大学院経済学研究科教授

・小林恭一 東京理科大学総合研究院教授

・坂本哲也 帝京大学医学部教授

・杉本栄一 京都府京都市消防局長

・髙島眞治 香川県高松市消防局長

・高橋淳 全国消防長会会長

・辻琢也 一橋大学大学院法学研究科教授

・寺本光嘉 和歌山県紀美野町町長

・外岡達朗 静岡県危機管理監

・山口伸樹 茨城県笠間市市長

・吉井博明 東京経済大学名誉教授（座長）

人口減少社会における持続可能な消防体制のあり方に関する検討会

３ 検討経過

第１回検討会 H27.8.3

第２回検討会 H27.10.5

第３回検討会 H27.11.20

第４回検討会 H28.1.19

第５回検討会 H28.2.18

２ 検討項目

（１）人口減少が消防に与える影響

（２）持続可能な消防体制を確保するために取り組むべき課題

（３）小規模な消防本部の抱える課題と今後の見通し

（４）持続可能な消防体制の確保の手段

（５）持続可能な消防体制を確保するための推進方策



A市

B市

C町

D村

X組合消防本部

都道府県

消防体制の
整備・確立の
ための方針

消防庁

基本指針の策定

消防の広域化と消防機関間の柔軟な連携・協力等の推進のイメージ

消防機関間の柔軟な連携・協力

○「柔軟な連携・協力」
複数の消防機関の間で消防業務のうち一部の業務ごとにそ
の業務の性質に応じて具体的な連携・協力等の手法を選択

《例》
○指令の共同運用
○機能強化を図るための消防用車両等の共同整備
○境界付近等における消防署所等の共同設置

⇒ 災害対応力の強化（広域化の効果の①～④）につ
いて、広域化と同等の効果を発揮するもの

消防の広域化

消防の広域化の効果
①部隊の規模や配備数の増強
②署所の適正配置
③特殊車両の配備

④災害情報の一元的な管理に
よる部隊の広域的かつ弾力
的な運用

⑤予防業務の高度化
⑥人事ローテーションの円滑化
⑦研修機会の増加

等

消防機関間の柔軟な連携・協力

Y圏域

E市

F市

G町

H村

救急の
応援

消火・救急・救助・
予防の応援

指令センター


